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1. はじめに
我が国の国土は，狭く細長い上に脊梁に山脈が縦断す

る急峻な地形を呈している．そのため，道路は海岸線や山
岳部の急崖斜面に沿って建設されている箇所が多く，ト
ンネルも多く建設されている．また，そのトンネル坑口部
は一般的に斜面を背負っているため，鉄筋コンクリート
製（以後，RC製）のアーチ構造形式のトンネル坑口部は，
落石による衝撃力を受けることが想定される（写真－1参
照）．しかしながら，落石対策が施されていない箇所も多
く，かつ耐衝撃性能の検討が行われていないのが現状であ
る．従って，落石から人命を守りかつ交通網を確保するた
めには，RC製アーチ構造形式のトンネル坑口部における
耐衝撃性の確認と，耐衝撃性が十分でない場合には適切な
耐衝撃性向上のための対策を講ずることが必要不可欠であ
るものと判断される．
著者らは，これまでにトンネル坑口部の落石対策のため

の緩衝構造として敷砂や三層緩衝構造を設置した場合の
数値解析 1) を実施し，RC製アーチ形式の衝撃応答特性や
緩衝効果について検討を行ってきた．その結果，応答性状
は矩形断面形状を有する落石覆工と大きく異なるものの，
アーチ形状を有する覆工構造物においても三層緩衝構造が
優れた緩衝効果を発揮することが明らかになっている．ま
た，室内衝撃実験用小型 RC製アーチ梁模型に関する衝撃
応答解析 2) を行い，その挙動性状に関する数値解析的な
検討も行っている．
本研究では，敷砂緩衝材を設置した場合の RC製アーチ

構造に関する緩衝効果を把握することを目的に，実物トン
ネル坑口部を用いた重錘落下衝撃実験を実施した．実験

写真－ 1 トンネル坑口部の例
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図－ 1 試験体の形状寸法および配筋状況
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写真－ 2 実験状況

は，重錘の落下高さを漸増させた繰り返し載荷法により
行った．検討項目は，重錘衝撃力，伝達衝撃力である．な
お，本実物実験を実施したトンネル坑口は，別線ルート完
成に伴い，平成 14年度から廃道となっている 259 m区間
を使用している．

2. 実験概要
2.1 試験体
図－1(a)図は実験に用いたトンネル坑口部の形状寸法，

(b) 図はその配筋状況，(c) 図は伝達衝撃応力測定平面位
置図をそれぞれ示している．試験体に用いたトンネル坑
口部の断面形状は，覆工部材厚：600 mm，上半内空半径：
4,152 mm，側壁部高さ：1,725 mm，道路軸方向の 1ブロッ
ク延長：6,000 mmである．覆工主鉄筋には D13 ∼ D22，配
力筋には D13がそれぞれ 250 mm間隔で配筋されている．
かぶりは 100 mmとなっている．なお、鉄筋の材質は全て
SD295Aである．緩衝材の厚さは，設計要領 3) に規定され
ている値を参考に 900 mmとしている．
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図－ 2 各種応答波形

実験ケースは，落下高さ H = 2.5, 5, 10, 20 mと変化させ
た全 4ケースである．なお，試験体であるトンネル坑口部
のコンクリートの圧縮強度は， fc = 27.5 MPaであった．
2.2 実験方法
写真－2には実験状況を示している．実験は，質量 10,000

kgの鋼製重錘をクローラクレーンを用いて所定の高さま
で吊り上げ，アーチ部中央点に自由落下させることにより
行っている．実験時における敷砂緩衝材の平均湿潤密度お
よび平均含水比は，それぞれ 1,660 kg/m3 および 8.4 %であ
る．重錘は，直径 1.25 m，高さ 95 cmで底部が半径 100 cm
の球状となっている．
本実験の測定項目は，重錘頂部表面に設置したひずみ

ゲージ型加速度計（容量 500 G，応答周波数 DC ∼ 5 kHz）
による重錘衝撃力，覆工表面に凹凸が生じないように埋
設された衝撃応力測定用ロードセル（受圧径 32 mm，容量
9.8 MPa，応答周波数 DC ∼ 1 kHz，図－1(c)図参照）によ
る伝達衝撃応力である．また，実験時の各種応答波形は，
サンプリングタイム 0.1 msでデジタルレコーダにて一括
収録を行っている．

3. 衝撃実験結果
3.1 各種応答波形
図－2(a)図および (b)図には，各実験ケースにおける重

錘衝撃力波形，載荷点の伝達衝撃応力波形を示している．
(a)図より，いずれの実験ケースも衝突初期において振幅
が最大応答値となる継続時間が 100 ms程度の正弦半波状
の第 1波と，継続時間が 50 ∼ 80 ms程度の正弦半波状の第
2波が重ね合わされた分布性状を示している．最大重錘衝
撃力は，衝突エネルギー Ek が増加するに従い増加してい
るが，第 2波のピーク値は衝突エネルギー Ek に関わらず
いずれのケースも 600 kN程度を示している．重錘衝撃力
の波動継続時間は 170 ms程度であるのに対し，平坦な剛
基礎上に設置した敷砂緩衝材に関する重錘落下衝撃実験結
果 4) では 120 ms程度である．このことから，本実験にお
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図－ 3 伝達衝撃応力分布波形

ける重錘衝撃力の主波動継続時間は，平坦な剛基礎上の場
合に比較して 1.5倍程度の値となっていることが分かる．
これは，敷砂緩衝材とアーチ構造との連成効果によるもの
と考えられる．

(b)図より，載荷点の伝達衝撃応力波形の立ち上がりは，
重錘衝撃力波形に対して 10 ms程度遅れている．波動継続
時間は重錘衝撃力波形とほぼ同様であるものの，衝突エネ
ルギー Ek = 1,000 kJ以下と Ek = 2,000 kJの場合における波
動分布性状は異なることが分かる．すなわち，Ek = 1,000
kJまでは 150 ∼ 170 ms程度の台形状を示しているのに対
して，Ek = 2,000 kJの場合には 100 ms程度で応答値が減少
し，その後低振幅の波動分布性状を示している．
3.2 伝達衝撃応力分布
図－3(a)図および (b)図には，それぞれ衝突エネルギー

Ek = 1,000 kJ (H = 10 m)および Ek = 2,000 kJ (H = 20 m)の
場合における横断方向および道路軸方向の各伝達衝撃応力
の 3次元分布波形を示している．(i)図において，横軸は横

断方向のロードセル位置を示しており，原点が載荷位置を
示している．また，縦軸は応力振幅，奥行方向は時間を表
しており，重錘衝突の 50 ms前からの波形分布を示してい
る．(ii)図も横軸が載荷点直下を原点とした道路軸方向の
ロードセルの位置である．

(a)図の Ek = 1,000 kJの場合には，横断方向および道路
軸方向ともに中央から 1,000 mm程度の範囲まで伝達衝撃
応力が分布していることが分かる．また，2 MPa程度以上
の大きな伝達衝撃応力は載荷点中央から 500 mm程度の範
囲に分布している．載荷点中央部での伝達衝撃応力の継続
時間は，重錘衝撃力と同様に 170 ms程度であるのに対し，
平坦な剛基礎上の場合 4) では 30 ∼ 40 ms程度である．こ
のことから，本実験における伝達衝撃応力の継続時間は，
平坦な剛基礎上の場合に比較して 4倍程度の値となってお
り，アーチ構造の動特性が深く関与していることが推察さ
れる．

(b)図の Ek = 2,000 kJの場合では，載荷点中央部におい
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図－ 4 衝撃力波形
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図－ 5 衝撃力と衝突エネルギーの関係

て 5 MPa程度以上の最大伝達衝撃応力が発生しているもの
の，その発生領域は Ek = 1,000 kJの場合と同様に，横断方
向および道路軸方向ともに載荷点中央から 500 mm程度の
範囲に分布している．以上より，敷砂緩衝材を設置した場
合のアーチ構造における衝撃荷重は，本実験の範囲内にお
いて載荷点中央から 500 mm程度の分布幅に発生する傾向
にあることが明らかになった．
3.3 衝撃力波形
図－4は，各実験ケースにおける重錘衝撃力および伝達

衝撃力の波形分布を示している．なお，伝達衝撃力は，伝
達衝撃応力が載荷点中央部に関して軸対称に分布するもの
と仮定し，応力を集積評価している．重錘衝撃力波形と伝
達衝撃力波形を比較すると，両者ともにほぼ同様な波形性
状を示している．また，伝達衝撃力波形は，重錘衝撃力波
形に対して 10 ms程度波形の立ち上がりに遅れが生じてい
るものの，荷重継続時間および最大応答値発生時刻は両者
でほぼ等しい．さらに，いずれのケースも最大伝達衝撃力
は最大重錘衝撃力を上回る傾向にあることが分かる．
3.4 衝撃力と衝突エネルギーの関係
図－5には，重錘衝撃力および伝達衝撃力の最大値と衝

突エネルギーの関係を示している．また，Hertzの接触理
論に基づく振動便覧式 5) により算出した衝撃力も合わせ
て示している．
図より，実験結果における重錘衝撃力と振動便覧式に

よる結果を比較すると，実験結果はラーメ定数：λ = 1,000
kN/m2，割増係数：α =

√
D/T = 1.18（D：重錘径 1.25 m，

T：敷砂厚 0.9 m）と設定した場合の振動便覧式による衝撃
力よりも小さく示される傾向にあることが分かる．また，
伝達衝撃力に着目すると，衝突エネルギーが EK = 1,000 kJ

以上となる場合には，伝達衝撃力が重錘衝撃力よりも大き
く示されており，その倍率は 1.2倍程度となっている．一
般に平坦な剛基礎上に敷砂緩衝材を設置する場合には，最
大伝達衝撃力が最大重錘衝撃力の 1.5 ∼ 2.0倍になること
が知られている 4,5) ことより，本実験の場合にはアーチ部
材厚が 600 mmと薄いことより大きく変形し，平坦な剛基
礎の状態とは大きく異なることが推察される．以上より，
敷砂緩衝材を設置した場合のアーチ構造において，伝達衝
撃力は重錘衝撃力より大きいものの平坦な剛基礎上の場合
における倍率よりは小さくなり，緩衝効果が大きく示され
る傾向にあることが明らかになった．

4. まとめ
本研究では，敷砂緩衝材を設置した場合の RC製アーチ

構造に関する緩衝効果を把握することを目的に，実物トン
ネル坑口部を用いた重錘落下衝撃実験を実施した．実験
は，重錘の落下高さを漸増させた繰り返し載荷法により
行った．本研究により得られた事項を整理すると，以下の
ように示される．
(1) 敷砂緩衝材を設置した場合のアーチ構造における衝撃
荷重は，本実験の範囲内において載荷点中央から 500
mm程度の分布幅に発生する．

(2) 敷砂緩衝材を設置した場合のアーチ構造においても伝
達衝撃力は重錘衝撃力よりも大きくなるものの，アー
チ構造も変形することにより，平坦な剛基礎上に設置
した敷砂緩衝材に関する重錘落下衝撃実験結果におけ
る緩衝効果よりも大きく示される．
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